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学事グループ

１　教科書採択の指導に関する事務

　　大阪府教科用図書選定審議会の答申に基づいて、令和４年度に使用する義務教育諸学校

　の教科書採択に関して、各採択権者に対し指導・助言を行い、採択事務の適正化を図った。

○　根拠法令

　    　　　　　　　　　　　　　　　義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律

　　　　　　　　　　　　　　　　　教科書の発行に関する臨時措置法

２　教科書無償給与に関する事務

(1) 教科書無償給与事務

　　　義務教育諸学校に在籍する児童・生徒に対して、無償で教科書を給与した。

教科書給与数　　 ３年度　　7,009,864 冊
２年度　　7,273,902 冊


　　　　　　元年度　　7,513,295 冊

○　根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律

(2) 教科用図書の給与冊数及び需要数の集計に関する事務

　義務教育諸学校に在籍する児童・生徒に無償給与した教科用図書の冊数並びに翌年度に使用する義務教育諸学校及び高等学校（高等部）の教科用図書の需要数の集計を行った。

○　根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　教科書の発行に関する臨時措置法

３　学級編制に関する事務

公立小・中学校の学級編制について指導・助言を行うとともに、届出受理を行った。

○　根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校教育法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律

４　公立幼・小・中学校等の設置、廃止に関する事務

　　公立幼・小・中学校等の設置、廃止について、指導・助言を行うとともに、届出受理を行った。


３年度　　設置・廃止届出　 19件

　　　　２年度　　設置・廃止届出　 18件
元年度　　設置・廃止届出　 24件
○　根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　学校教育法

５　就学の指導等に関する事務

(1) 適正な就学事務処理について周知徹底を図るとともに、市町村に対する指導を行った。
(2) 児童・生徒の不適正な就学に関する実態調査を行い、適正就学委員会を開催するなど、実態に基づく是正の方途について、広く意見を求めるとともに、市町村に対し是正について指導した。

　　　　　　　　　　　　　　○　根拠法令等

学校教育法

　　　　　　　　　　　　　　　　　地方教育行政の組織及び運営に関する法律

教務グループ

１　教育課程に関する事務

　　市町村教育委員会に対して、所管する学校園の教育課程に関する指導・助言を行った。

(1) 習熟度別指導推進事業

きめ細かな指導のため、小・中学校に教員を配置し、児童・生徒の学習状況に応じた習熟度別指導を推進した。

(2) 英語教育推進事業

        府内小中学校の英語の授業改善を進め、児童生徒の英語力の向上を図るため、調査研究校が各校で実施したスピーキングテスト等を基に、パフォーマンステストのあり方について、学識経験者とともに研究を進めた。そして、その成果を外国語教育Webフォーラムにて、学識経験者による解説等を加えて広く府内へ発信した。また、市町村における英語教育のリーダー教員に対して連絡会を開催し、小中連携したカリキュラム作成やCAN-DOリスト、パフォーマンステストの研究、各市町村における実践や好事例の共有を行った。
（単位：千円）

	
	３年度
	２年度（※）
	元年度

	予　算　額
	2,000
	―
	2,000

	決　算　額
	1,070
	―
	1,665


※令和２年度は国事業中止
(3) 道徳教育推進事業

各市町村教育委員会道徳教育担当指導主事研修会を３回実施し、授業づくりや指導と評価についての発信を行うとともに、全小中学校等道徳教育推進教師を対象とした研修会にて学識による講演や、実践研究校による実践報告を実施することで、道徳教育の推進を図った。また、各市町村において研修や推進教師連絡会等の実施を促した。
（単位：千円）

	
	３年度
	２年度（※）
	元年度

	予　算　額
	3,698
	―
	3,688

	決　算　額
	2,730
	―
	3,176


※令和２年度は国事業中止
２　ＪＥＴプログラム外国語指導助手の指導力等向上研修事業

　　　ＪＥＴプログラムにより市町村立小・中学校において語学指導に従事する外国語指導助手に、職務遂行に必要な知識・指導技術等の習得に向けた研修を実施した。

（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	1,166
	1,166
	1,166

	決　算　額
	50
	50
	695


３　カリキュラム・マネジメント調査研究事業

府内小・中学校４校を「調査研究校」に指定し、調査研究校の調査研究内容を、手引きやWebフォーラム等を通して府域の学校へ普及することで、カリキュラム・マネジメントの具体的な取組みを教員が理解し、府域の学校のカリキュラム・マネジメントの実現を図るための調査研究を進めた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	1,000
	792
	1,591

	決　算　額
	790
	752
	1,475


４　【新規】教育支援体制整備事業費補助金

幼児教育の質の向上のため環境の緊急整備を行うことにより、質の高い環境で、子どもを安心して育てることができる体制を整備することや、幼稚園における園務を改善するため、ICT環境の整備を促進し、教職員の事務負担の軽減や教育の質の向上を図ることを目的とし市町村を支援した。
（単位：千円）

	
	３年度

	予　算　額
	205,134

	決　算　額
	92,365


※令和３年度補正予算分は令和４年度に予算繰越
　　　　
学力向上グループ
１　学力向上等に関する事務

(1)　スクール・エンパワーメント推進事業

学力向上に積極的に取り組む小・中学校を推進校に指定し、取組みの中心となる教員を配置するとともに、各市町村における学力の課題に応じた取組みおよび、言語能力の向上の観点から、学校図書館教育充実や国語の授業づくりの取組みを行い、域内に成果を発信した。また、新たに1人1台端末を活用した授業づくりに取り組むとともに、指導実践事例を共有した。
さらに、各市町村教育委員会に対して訪問やヒアリングを通じて、取組みの検証及び助言を行うことで、市町村全体の学力向上に向けた取組みを支援した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	416
	440
	745

	決　算　額
	112
	63
	356


(2)　中学生学びチャレンジ事業
　　中学生の学力向上と評定の公平性を担保することを目的として、府内の市町村立中学校、義務教育学校後期課程及び支援学校中学部並びに府立中学校及び支援学校中学部の全学年を対象にテストを実施した。
（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	316,526
	286,272
	325,623

	決　算　額
	303,936
	468,604(※)
	142,478


※元年度より182,732千円を繰越
(3)　小学生新学力テスト事業
　　児童一人ひとりが学びの基盤となる言語能力、読解力・情報活用能力等を向上させ、これからの予測困難な社会を生き抜く力を着実につけるとともに、小学校における児童の学力を向上させるためのPDCAサイクルを確立することを目的として、府内の市町村立小学校、義務教育学校前期課程及び支援学校小学部並びに府立支援学校小学部の５・６学年を対象に、テストおよびアンケートを実施した。

（単位：千円）

	
	３年度
	２年度

	予　算　額
	298,347
	320

	決　算　額
	298,102
	158


進路支援グループ
１　室内の人事管理及び一般庶務に関する事務等の適正な執行に努めた。

２　財産の取得、管理及び処分に関する事務を行った。

　　

３　帰国・渡日児童生徒学校生活サポート推進事業

(1) 府内７地区での実行委員会の開催

市町村教育委員会と国際交流協会や地域支援団体、市町村外国人教育研究会が地域単位のネットワークを構成し、帰国・渡日児童生徒や保護者が必要な情報を得るための基盤づくりを図った。

(2) 多言語進路ガイダンスの開催

　　    帰国・渡日児童生徒やその保護者を対象に、多言語による進路ガイダンスや個別相談を開催した。

(3) 多言語による進路情報等の提供

帰国・渡日児童生徒やその保護者等に対し、多言語進路ガイダンス等で活用する「進路選択に向けて｣を14言語で作成した。また、多言語によるWｅｂページを開設し、11言語で学校生活サポート情報、進路情報等を提供した。

（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	1,427
	1,503
	1,503

	決　算　額
	1,298
	1,409
	1,471


	
	３年度
	２年度
	元年度

	実行委員会開催回数（回）
	20
	18
	20 

	学校生活・進路
ガイダンス参加者数(人)
	児童生徒
	290
	227
	157

	
	保護者
	154
	208
	154

	
	通訳者
	92
	97
	90

	
	その他
	387
	323
	395

	ホームページアクセス件数（件）
	19,069
	19,593
	18,973


４　小中学校における日本語指導推進事業

　日本語指導が必要な児童生徒のうち、「特別の教育課程」による日本語指導を受けられていない児童生徒が在籍する市町村及び学校に日本語指導スーパーバイザーを派遣し、支援を行った。
　府域７地区に外国人児童生徒支援員を配置し、家庭・学校生活面での相談対応や、日本語の個別指導、各教科の補助者として児童生徒を支援した。

　府域の中学校夜間学級６校に日本語指導支援員を配置し、個別指導や教員の補助者として生徒を支援した。

○　補助率　　国１／３　　府２／３　

（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	18,208
	41,205
	11,983

	決　算　額
	16,889
	38,672
	10,459


５　OSAKA多文化共生推進事業費
　　府内中学校に在籍する日本語指導が必要な生徒の母語・母文化に対するアイデンティティを育み、自己肯定感と学習意欲の向上を図るため、フォーラムを開催した。
６　研究学校等指定事業

人権教育の推進に関する事務

(1) 人権教育教材集・資料の作成・配付、及び人権教育プログラム等の周知・普及
(2) 人権教育の推進に関する調査・研究及び指導

　　市町村に対するヒアリングを通じて人権教育の推進に関する状況を把握し、指導を行った。

　　国「人権教育研究推進事業」（国予算10/10）を活用し、人権教育総合推進地域及び人権教育指定校による研究を行うとともに、その成果を府内に普及した。 

(3) 市町村の指導主事等を対象とした研修会等の開催

(4) 市町村教育委員会、府教育センター等との共同研究  

                 （単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	4,088
	4,088
	4,088

	決　算　額
	1,908
	2,880
	3,204


７　高等学校等修学奨励費

　　経済的理由により進学後の修学が困難な者に対し、貸与していた高等学校等修学奨励費の返還金の内、国庫補助金相当分を国に返還した。

（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	7,291
	7,647
	7,650

	決　算　額
	6,965
	7,245
	7,485


生徒指導グループ
１　生徒指導に関する事務

(1) 生徒指導対策の充実・改善

ア  生徒指導の工夫・改善

イ  生徒指導の在り方についての指導助言

ウ  生徒指導関係研修の実施

エ　生徒指導に関する通知、視察等

(2) 生徒指導に関する調査及び指導

(3) 問題事象発生時の指導助言

(4) 問題行動等の実態把握

小・中学校における問題行動の実態や生徒指導の現状を把握し、生徒指導の充実を図るため、「生徒指導推進のための調査」を実施した。

(5) 生徒会活動の活性化
大阪府中学校生徒会サミットの開催
２　特別活動等の指導に関する事務

(1) 特別活動（部活動等の奨励）に関する指導　

３　教育総合相談事業費　　　　
２４時間電話相談

　　　　 重篤で緊急性の高いいじめ等の相談を対象として、２４時間対応可能な統一ダイヤル番号を設置し、夜間休日における相談窓口の運用を行った。
　　　　〇　補助率　国１／３

（単位：千円）
	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	21,978
	23,155
	23,583

	決　算　額
	21,978
	23,155
	23,583


	
	３年度
	２年度
	元年度

	２４時間電話相談（件）
	1,306
	1,030
	2,233


　　　　　　　　　　　　　
４　スクールカウンセラー配置事業

　　いじめや不登校等の問題にきめ細かな対応をするため、児童生徒の心のケア、保護者等の悩みの相談や教員への助言等を行うスクールカウンセラー（臨床心理士）を府内全ての中学校（政令市を除く。）に配置した。また、小学校での相談ニーズ増加に対応するため、小学校におけるスクールカウンセラーの活動時間を拡充した。
（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	430,939
	387,198
	342,741

	決　算　額
	405,932
	374,221
	337,961


	相 談 延 人 数
	３年度
	２年度
	元年度

	
	児童生徒（人）
	24,561
	19,578
	18,760

	
	保 護 者（人）
	16,407
	12,926
	14,010

	
	教　　員（人）
	88,776
	71,127
	61,209


５　スクールソーシャルワーカー配置事業

学校が福祉機関と連携して不登校や児童虐待等の問題に対応する際に、その調整を行うスク

ールソーシャルワーカー（社会福祉士等）を全ての中学校区に配置できるよう市町村教育委員会（政令市及び中核市を除く。）に対し補助を行った。加えて、市町村支援のため、スクールソーシャルワーカースーパーバイザーを市町村教育委員会に派遣した。
（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	74,648
	75,217
	62,637

	決　算　額
	56,155
	50,733
	54,622


（単位：件）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	相談活動
	39,255
	29,821
	26,577

	ケース会議
	4,217
	3,592
	3,424


６　被害者救済システム運用事業

　　児童生徒が学校においてセクシュアル・ハラスメント、体罰等の被害にあった場合に、第三者性をいかし解決・救済を図る民間相談機関に教育相談業務を委託し、被害者救済システムを運用した。　　　　　　
（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	4,031
	4,022
	3,995

	決　算　額
	3,662
	4,021
	3,995


	
	３年度
	２年度
	元年度

	被害者救済
システム
	電話相談（件）
	750
	572
	567

	
	面接相談（件）
	20
	36
	59


７　地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業

　　学校安全ボランティア（スクールガード）を活用した効果的な安全体制を整備し、地域との連携を重視した学校安全に関する取組みを行う市町村を支援した。

· 補助率　国１／３　府1／３  市町村1／３

 （単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	12,490
	13,148
	11,764

	決　算　額
	11,344
	12,508
	10,177


８　いじめ虐待等対応支援体制構築事業

　　学校におけるいじめ重大事態や児童虐待等の深刻な事案への迅速かつ適切な対応及びその未然防止にむけた市町村の支援体制の構築を促すために、府の緊急支援体制の構築を図るとともに、課題の大きい学校に対する人材配置によるさらなる学校体制の充実に向けた支援を行った。

（単位：千円）

	
	３年度
	２年度
	元年度

	予　算　額
	260,245
	278,214
	345,146

	決　算　額
	217,014
	253,553
	279,395


